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鍵を握る技術革新と社会構造の変化
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真水か海外利用か
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伊藤元重（いとう・もとしげ）
NIRA理事長。東京大学経済学部卒。米国ロチェスター
大学Ph.D.。専攻は国際経済学、流通論。1993年東京
大学経済学部教授、96年同大学大学院経済学研究科教
授、2007年から同大学院経済学研究科長（経済学部長）。
最新著『危機を超えて―すべてがわかる「世界の大不
況」講義』（2009年）、講談社。
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温暖化対応への
積極策とは

１．基本的考え方

２．2005年比15％削減目標の公表について ３．中期目標に関する議論について

わが国の中期目標について
岩間芳仁

日本経済団体連合会環境本部長
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岩間芳仁（いわま・よしひと）
東京大学経済学部卒業、経団連産業本部情報・新産業グループ
長、米国MIT国際研究センター客員研究員、経団連経済本部経
済法制グループ長、産業第三本部長等を経て、2009年４月より
現職。

４．国際交渉へのスタンスについて

５．おわりに
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中期目標と環境・経済
生き残りの「キャップ」

一方井誠治
京都大学経済研究所先端政策分析研究センター教授

温暖化対応への
積極策とは

はじめに

１．中期目標の選択肢とその経済影響

２．日本は本当に絞りきった雑巾か
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３． 低炭素社会経済への移行に向けたEUの
環境経済戦略

一方井誠治（いっかたい・せいじ）
1974年東京大学経済学部卒業。環境庁（現環境省）に入り地球
環境部企画課長、大臣官房政策評価広報課長、財務省神戸税関
長等をへて現職。近著に『低炭素化時代の日本の選択』（2008年）、
岩波書店がある。京都大学博士（経済学）。

４． 大きく変わり始めた世界の気候変動政策
の考え方
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温暖化対応への
積極策とは

1. はじめに

2．日本の2020年温室効果ガス削減目標

図表１
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3．中期目標の課題

温室効果ガス削減目標と
温暖化影響

肱岡靖明
（独）国立環境研究所社会環境システム研究領域主任研究員

2005年比 1990年比
・ 「長期エネルギー需給見通し」の努力継続
ケースに相当（既存技術の延長線上で効率
改善）
・ 米・EUが掲げる中期目標と同等（限界削減
費用が同等）

－4％ ＋4％

・ 先進国全体の排出量を1990年比－25％と
し、各国の限界削減費用を均等にした場合
の日本の排出量

－6～
－12％

＋1～
－5％

・ 「長期エネルギー需給見通し」の最大導入
ケースを改訂。（最高効率の機器を現実的
な範囲で最大限導入に向け、政策をさらに
最大限強化。）

－14％ －7％

・ 先進国全体の排出量を1990年比－25％と
し、各国のGDP当たり対策費用を均等に
した場合の日本の排出量

－13～
－23％

－8～
－17％

・ 新規（フロー）に導入する機器はすべて最
高効率の機器に。更新時期前の既存（スト
ック）の機器も一定割合を買換え、改修。
（追加財政出動か義務づけが必要。）

－21％ －15％

・ 新規・既存の機器のほぼすべてを最高効率
の機器にすることを義務づけ。炭素への価
格付け（炭素税、排出量取引）により経済
の活動量（生産量）低下。

－30％ －25％

［図表1］2020年における日本の削減目標の選択肢5）
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①　温暖化による悪影響を回避するために、気温上昇を

どの程度までに抑えなくてはならないか？

②　気温上昇を抑えるために、世界全体のGHG排出量

をいつまでにどの程度削減しなくてはならないか？

図表２

カテゴ
リー

放射
強制力

CO2濃
度

温室効果
ガス濃度
（CO2換
算）

産業革命
前からの
気温上昇

CO2排出
がピーク
となる年

2050年の
CO2排出
（2000年
比、%）

シナリ
オの数

W/m2 ppm ppm ℃ 年 %

Ⅰ 2.5～
3.0

350～
400

445～
490 2.0～2.4 2000～2015

－85～ 
－50 6

Ⅱ 3.0～
3.5

400～
440

490～
535 2.4～2.8 2000～2020

－60～ 
－30 18

Ⅲ 3.5～
4.0

440～
485

535～
590 2.8～3.2 2010～2030

－30～
＋5 21

Ⅳ 4.0～
5.0

485～
570

590～
710 3.2～4.0 2020～2060

＋10～ 
＋60 118

Ⅴ 5.0～
6.0

570～
660

710～
855 4.0～4.9 2050～2080

＋25～ 
＋85 9

Ⅵ 6.0～
7.5

660～
790

855～
1130 4.9～6.1 2060～2090

＋90～ 
＋140 5

合計 177

［図表2］ 6つの安定化目標とそれらの世界平均気温上昇
値との関係11）
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③　世界全体のGHG削減目標を達成するために、世界

各国がその負担をどのように衡平に分担するか？

④　GHG削減による経済的な影響をいかに抑えるか？

肱岡靖明（ひじおか・やすあき）
東京大学大学院工学系研究科博士課程（都市工学専攻）修了。博士
（工学）。専攻は都市工学、環境システム工学。2001年（独）国立環
境研究所入所。環境省地球環境研究総合推進費「脱温暖化2050プロ
ジェクト」や「温暖化影響総合予測プロジェクト」に参画。著書に
"Asia-Pacific Integrated Modeling：Climate Policy Assessment"
（2002年）、Springer Japan、"Human- induced Climate Change：
An Interdisciplinary Assessment"（2007年）、Cambridge University 
Press、『日本低炭素社会のシナリオ』（2008年）、日刊工業新聞社、
などがある（すべて共著）。

4．おわりに

10

●参考資料
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日本のサービス
消費は「過少」か？

青木周平
総合研究開発機構（NIRA）ジュニアリサーチフェロー

11

図表１

注１

はじめに

［図表1］家計最終消費支出に占めるサービス消費シェア

サービス消費シェア

日本 アメリカ
1996年 2006年 1996年 2006年

① サービス 52% 57% 58% 60%

②  サービス 
－住居 31% 33% 40% 42%

③  サービス 
－住居－保
健・医療

27% 28% 23% 23%

出所：OECD National Accounts
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図表２

注２

注３
青木周平（あおき・しゅうへい）
2006年東京大学大学院経済学研究科単位取得退学。
博士（経済学）。2009年４月より現職。専攻はマクロ
経済学、経済成長論。

［NIRAホームページ］

http://www.nira.or.jp/index.html
NIRA政策レビューのバックナンバーをはじめ、NIRAの諸活動を紹介するホー
ムページをご利用ください。

NIRA総合研究開発機構
〒150-6034  東京都渋谷区恵比寿4-20-3  恵比寿ガーデンプレイスタワー34階
Tel. 03-5448-1735　 Fax. 03-5448-1744　E-mail. info@nira.or.jp
� 再生紙を使用

NIRA政策レビュー　［No.43］
2009年９月30日発行　ⓒ財団法人総合研究開発機構

編集発行人：伊藤元重 ●NIRA理事長
編集主幹：加藤裕己 ●東京経済大学教授／NIRA客員研究員

※ 本誌に関するご感想・ご意見をお寄せください。E-mail：info@nira.or.jp

サービス付加価値シェア

●参考文献

まとめ

●注
注1　残念ながら、「住宅賃貸料」の項目のみのような、非サービス
消費を含まない細かい消費項目に関するデータはなかった。消費の分
類方法などについては、経済社会総合研究所（2007）の「表6-1」（p.67）
を参照。
注2　ただし、金融業のなかでも、「保険・私的年金」は、家計のサー
ビス消費に関係のあるため、サービス付加価値からはのぞかなかった。
注3　例えば、フランス、イタリア、オランダの家計のサービス消費
シェアは、日本よりも低い。

［図表2］ 全付加価値に占めるサービス 
付加価値シェア（2005年）

日本 アメリカ

① サービス 70% 76%

②  サービス－ 
金融・事業活動 64% 65%

出所：EU KLEMS database
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